
（様式１－３） 

福島県（ 三春町 ）帰還・移住等環境整備事業計画　帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和６年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

 NO. ２ 事業名 食品等放射能検査事業 事業番号 (３)-２３-１

 交付団体 三春町 事業実施主体（直接/間接） 三春町（直接）

 総交付対象事業費 (７４，０１６（千円）) 

８２，５０４（千円）

全体事業費 (７４，０１６（千円）) 

８２，５０４（千円）

 帰還・移住等環境整備に関する目標

 福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の影響により、三春町においては、町内産品の摂取による

内部被ばくの健康被害への不安が解消されていない。 

そのため、町民が持ち込む自家消費野菜等の放射能測定を行い、町民の健康管理と町内産の食品に対する

不安解消を図ることで、誰もが安全安心に暮らせるまちづくりを目標とする。

 事業概要

 町民から持ち込まれた自家消費野菜等を検査所に設置した放射能簡易分析装置により測定する。 

測定後、測定結果を分析し、結果を本人に通知する。 

また、日毎測定結果の集計管理や月別測定結果の集計管理行い、測定結果を、町広報とホームページで公

表する。 

測定機器は、年１回点検校正を行う。 

　〔検査場所〕  三春の里ベクレルセンター 

開設日：月・火・水・木・金曜日（土・日曜日、祝祭日、年末年始は休み） 

　〔作業の流れ〕申請（検体持込）⇒受付⇒測定検体の準備（約１０分）⇒測定（１検体あたり約３０分） 

　　　　　　　　⇒測定結果の通知　　※検体によっては、２時間以上かかる場合もある。 

【第７次三春町長期計画後期基本計画】 

　　計画期間：令和２年度から令和６年度 

　　基本目標１　誰もが安全安心に暮らせるまちづくり 

　　　　　１－１（４）　防災災害対策分野 

　　　　　　放射性物質対策 

　　　　　　　　町民の放射能に伴う健康被害への不安払拭のため、継続的に放射線の測定や健康管理の 

取組みを推進。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください

 当面の事業概要

 ＜令和６年度＞ 

　・上記のとおり月～金の週５日間開設し、自家消費野菜等の放射能測定結果を町広報やＨＰで公表する。 

　・検査機器の真度校正業務を年１回行う。 

　・令和２年度からベクレルセンターの運営を業務委託として外注。 

＜令和７年度以降＞ 

　・令和６年度と同じく継続して事業実施を予定している。

 地域の帰還・移住等環境整備との関係

 　自家消費野菜の放射能測定を行い、町民の健康管理と町内産品の不安払拭を図ることで、町外への自主避

難者等の帰還を促す。

 関連する事業の概要

 　特になし

 関連する基幹事業

 事業番号

 事業名

 交付団体



 基幹事業との関連性

 


